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アイリスオーヤマ株式会社（本社：宮城県仙台市、代表取締役社長：大山 晃弘）は、岡山県瀬戸内市

内の第 2 宮下産業団地に「岡山瀬戸内工場」を新設することに伴い、2024 年 11 月 14 日に、岡山県瀬

戸内市と立地協定及び包括連携協定を締結しました。 

 

「岡山瀬戸内工場」を建設予定の第 2 宮下産業団地は、県南東部に位置する岡山県瀬戸内市にあり、

岡山ブルーラインや国道 2号線、山陽自動車道といった主要道へのアクセスに優れています。そこで当

社は 2021 年 5 月に、中国・四国地方および西日本全域に向けた製造・物流拠点となる工場を建設する

目的で瀬戸内市と立地表明覚書を締結しました。当初、同工場では家電製品の生産を予定していました

が、国内外で需要が高まる「パックごはん」の生産に変更し、中国・四国地域の生産・物流拠点として

稼働する予定です。 

 

 

■包括連携協定 協定内容 

当協定は、岡山県瀬戸内市と当社が相互の資源を活用した連携を図り、防災・減災、地域産業の振興、

持続可能なまちづくりに関することなど、地域社会の発展や課題解決、人材の育成に寄与し、市民サー

ビスの向上や地域の活性化を図ることを目的とします。今後、定期的な協議を通じて多様な分野で連携

していきます。 

  

 

「岡山瀬戸内工場」新設に伴い、 

瀬戸内市と立地協定及び包括連携協定を締結 

※左から瀬戸内市 市長 武久 顕也 様、 

アイリスオーヤマ株式会社 代表取締役社長 大山 晃弘、岡山県 知事 伊原木 隆太 様（立会人） 
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【岡山県知事 伊原木 隆太 様 より】 

  

 

 

 

 

 

 

 

【瀬戸内市長 武久 顕也 様 より】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【アイリスオーヤマ株式会社 代表取締役社長 大山 晃弘 より】 

 

 

 

 

 

 

 

 

■「岡山瀬戸内工場」概要 

所在地 岡山県瀬戸内市長船町土師 第 2宮下産業団地 

総投資額 約 200億円 

生産品目（予定） パックごはん 

新規雇用人数（予定） 約 160名 

敷地面積 約 60,000㎡ 

自動倉庫 約 38,000パレット 

竣工時期（予定） 

第 1期：2026年中（物流棟） 

第 2期：2028年中（パックごはん製造棟） 

第 3期：2029年中（自動倉庫） 

 

 

本日、知事として、立地協定及び包括連携協定締結式に立ち会えましたことを、本当に嬉しく思っております。ア

イリスオーヤマ株式会社とのご縁は、良い会社とお付き合いすることで得るものは沢山ある、ご縁をつくっておく

ことは大事ですよ、というある方からの助言がきっかけでした。西日本に工場の建設計画があった訳でもないのに

当時社長でした大山健太郎会長のところにご挨拶にお伺いし、その後も、西日本に工場や物流センターを建設され

る際は是非岡山県に、とお願いしておりました。良い会社に立地を決めていただき、数年後素晴らしい工場ができる

ということで本当にワクワクしております。岡山に来て良かったと思っていただけるよう、できる限り瀬戸内市と

一緒になって努力してまいりたいと思います。 

アイリスオーヤマ株式会社とは、2021年 5月に、本市への立地について覚書を締結させていただきました。これ

以降、進出先となる第２宮下産業団地の早期完成を目指して事業を進めておりましたが、本日、正式に立地協定を締

結させていただく日を迎えることができましたことを大変嬉しく思っております。同時に、防災、まちづくり、産業

振興等の分野で、包括連携協定も締結させていただくことになりました。新工場の立地による雇用の創出、地域経済

の活性化だけでなく、災害時の防災力強化、持続可能なまちづくりにも貢献していただけるものと大きな期待を寄

せております。今後、当地において末永く操業を続けていただけますよう、お互いに良いパートナーシップを構築し

てまいりたいと考えております。 

本日は、岡山県知事にもお越しいただき、瀬戸内市との立地協定及び包括連携協定を締結できたこと、大変嬉しく

思っております。全国に工場がありますが、関西圏・西日本の生産と物流の中核を担う工場として瀬戸内市に新設さ

せていただくことになりました。新工場ではパックごはんを生産し、おいしいごはんを西日本の皆様にお届けした

いと考えております。また、弊社はジャパン・ソリューションを掲げ、社会課題解決に向け様々な取り組みをしてお

ります。今回締結させていただいた包括連携協定においても、弊社のリソースを活用し、雇用創出やふるさと納税、

地域経済との連携といった地方創生などの社会課題解決に向けた一助となれれば幸いです。 


